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山形県・令和5年度当初予算の主な事業③
健康福祉部●病院薬剤師確保対策事業費（採用が困難となっている病院薬剤師の確保・県内定着を促進）……1,936.6万円
健康福祉部●「健康長寿日本一」の実現に向けた健康づくりの強化（①「チャレンジ ！　プラス1,000歩 ！　②減塩・ベジアッププロジェクトの展開）……1,583.9万円
健康福祉部●外国人介護人材支援センターの設置・運営（県内で働く外国人介護職員および介護事業所をサポートする「外国人介護人材支援センター」を設置）……600万円　

石黒覚議員／質問
　新型コロナウイルス感染症によ
り産業を取り巻く状況は、県民の
消費行動や市場ニーズが大きく変
化していることに加え、ＤＸやＧＸと
いった社会経済環境の変化も加
速しています。また人手不足や資
源価格の高騰の影響もあり、中小
企業・小規模事業者は、将来へ
の生き残りをかけた「岐路」に立っ
ていると認識しています。
　企業の経営者のお話では「ＤＸ
やリスキリングなどの変化へ、どの
ように対応していけばいいのか」
「原材料などの価格高騰を価格転
嫁していく判断が難しい」「消費者
の流れが大きく変わり、選ばれる

商品と選ばれない商品が明確に
なっている」など、状況の変化や
これからの対応に悩んでいるお話
など、切実な声が届いています。
一方で「新しい時代に対応してい
かなければ、企業として生き残っ
ていけない」という危機感を抱き、
自らを変えていこうとする経営者も
います。しかし、そうした前向きな
経営者であったとしても、中小企
業・小規模事業者にとっては資金
も人材もノウハウも不足気味で、
変化に対応していくうえで、何か
ら手を付けていいのか分からない
状況で、一歩踏み出すことに躊躇
してしまうケースもあると思います。
　変化の激しい困難な時代である

今、中小企業・小規模事業者が生
き残っていくためには、大胆かつス
ピーディに対応していくことが必要
であると考えます。そこで、これか
らの企業支援の方向性をどのよう
に考え、どのように実現していくの
か、副知事に伺います。
平山雅之副知事／答弁
　デジタル社会が進展しているな
か、コロナ禍も相まって、社会経
済の大きな変革期を迎えていま
す。こうしたなかで産業が発展し
ていくには、県内企業の大宗を占
める中小企業・小規模事業者の
成長・発展が不可欠です。
　中小企業・小規模事業者の経営
者からお話を伺うと、強い成長意
欲を持ち、国内外のマーケットで戦
い結果をだしている企業がある一
方、ポテンシャルも意欲もあるもの
の、何から取り組んでよいのか分
からない、一歩を踏み出せないとい
う企業が存在すること。また、下請
体質への危機感と、原材料価格の
高騰が続くなかで、価格決定力の
獲得が必要だという思いを強くお
持ちである、と受け止めています。
　中小企業・小規模事業者が生き
残り、成長・発展していくためには、
「戦略性を持った経営」や「新しい

事業や領域への挑戦」、そして、
それらを実践する「ひとづくり」に
積極的に取り組む必要がありま
す。しかし、中小企業・小規模事
業者は経営資源（ヒト、モノ、カネ、
情報）が不十分であり、多様な経
営課題を抱えている状況です。こ
れらに対応するために、企業の取
り組みを推進する体制の再構築が
急務であり、令和6年の春をめど
に、経営力強化を支援する「（公
財）山形県企業振興公社」と新技
術・新製品開発を支援する「（公
財）山形県産業技術振興機構」を
再編・統合したいと考えています。
　この産業支援機関の再編によ
り、支援機能の集約化と質的向上
を図り、多様な経営課題に対する
「一元的かつ迅速な支援」を行え
るように取り組みます。新たな組織
では、経営戦略の構築から人的
資源の確保、新商品の開発や販
路開拓といった企業活動に対し、
必要とされる最適な支援を、スピー
ド感を持って提供することを目指し
ます。加えて、産業の新しい活力と
して期待できる創業を目指す人に
対しても、その段階やニーズに応
じたサポートを提供したいと考えて
います。さらに、地域で身近な相談

石黒覚議員／質問
　令和5年3月、県と2市3町によ
る「東北公益文科大学（公益大）
公立化と機能強化について」の報
告書が作成されました。さらに機
能強化については、令和5年2月
から公益大において、県のサポー
トによる地元経済界と連携したシン
ポジウムが開催されています。吉
村美栄子知事と県庁執行部のご
尽力には、頭の下がる思いです。
敬意と感謝を申し上げます。
　公益大では、「魅力あるカリキュ
ラムの構築」や「学生の自由な発
想による地域活動参加」「きめ細
かな就職支援」など、学生確保に
向けた取り組みを継続しています
が、人口減少の進行はもちろん、
コロナの落ち着きから都会志向の
ゆり戻しがあるのか、誠に残念で
はありますが、令和5年度は定員
割れが生じる結果となりました。ま
た、全国における公立大学が100
校を数えるとの報道があり、今後、
なんらかの抑制がなされるのでは
ないかと心配をしています。　
　公益大が進めています、2025
年度の国際コミュニケーション学科
設置に合わせて公立化を進める
方向も必要ではないかと考えます。

　令和5年6月の補正予算にて、
公立化した際の「財政負担のシミュ
レーション」「具体的な公立化およ
び機能強化策の調査費」を計上し
ています。この先、山形・庄内の高
等教育の在り方をどのように考え、
機能強化を検討するのか、公立化
への合意形成をどのように進める
のか、吉村知事に伺います。
吉村美栄子知事／答弁
　はじめに、高等教育のあり方に
ついてお答えします。県内には山
形大学を始め、県立や私立の4年
制大学、短期大学など、様々な高
等教育機関が存在していますが、
庄内地方の4年制大学は山大農
学部と公益大のみであり、庄内地
方の高等教育において公益大の
存在は大きいと考えています。公
益大は、「庄内地域に４年制の大
学が必要だ」という皆様の要望が
あり、庄内2市3町と県が設置し
たという経緯があります。人口の社
会減が進むなか、県内の高等教
育機関がそれぞれ特色を生かし、
横の結びつきを深め、相互の交流
を促進して、質の高い教育や研究
を進めていくことが重要です。
　公益大の公立化・機能強化に
ついては、令和4年度に副知事と

各首長との議論の場を新設して、
様々なレベルでの意見交換を行い
ました。令和5年3月には、県と庄
内の2市3町との連名で、「公立化
と機能強化に係るとりまとめ」の報
告書を作成。そのなかで、公立化
と財政負担に関するロードマップな
どを公表しています。現在、2市3
町の間で財政負担の割合や機能
強化の具体的内容について様々
な意見があることから、公立化の
年度を決定するためには、丁寧な
合意形成が必要です。このために
も、本定例会でご提案をしている
委託調査により、公立化する場合
の財政負担の選択肢や機能強化
策について分析を行い、関係者で
共有したいと思っています。
　私は「公立化は単なる看板の架
け替えではない」と申し上げてきま
した。公立化と機能強化を行うこと
で、人口減少でも公益大が存続し
ていくことが可能になると考えてい
ます。このため、令和5年2月から
県が主導で「地域連携シンポジウ
ム」を開催し、地元の経済団体や
金融機関、自治体、県内外の企
業と協力して機能強化の選択肢
や方向性を探っています。これまで

も、再生可能エネルギーや次世代
モビリティをテーマに議論するとと
もに、先週のセッションでは、酒田
市内の街歩きや、酒田舞娘も交え
た地域愛に溢れる討論など、学生
と地域の人々が現場に出て、地域
と向き合うことにより、地域の持続
可能性を探る有意義な教育機会
の提供になったと評価しています。
　また、令和5年5月と6月には、
県と2市3町の職員が、グローバル
な人材育成で有名な秋田県の国
際教養大学とコンピュータ理工学
に特化している福島県の会津大学
の先進的な公立大学への現地調
査を行い、機能強化に向けた参考
事例として活用します。
　学問は哲学から出発していると
いわれており、文系と理系について
も、様々な分野でその境目が消失
しつつあります。その意味で、学際
的な領域である公益学に再生可
能エネルギーやＤＸといった社会変
化を柔軟に取り込みながら発展さ
せることは、公益大の公立化およ
び機能強化の追い風になると考え
ます。今後とも、調査や議論を深め
ながら、スピード感をもって関係者
間の合意形成を図っていきます。

石黒覚議員／質問
　12年前、東日本大震災発災と
同時に福島第一原発事故発生
後、福島県民は、ピーク時16万
4,865人（平成24年5月）が全国
各地での避難生活を強いられまし
た。吉村美栄子知事は「安全性、
コストの面で、原発は今まで考えら

れてきたようなエネルギーではな
い」ことから、平成23年7月に開
催された全国知事会議において、
嘉田由紀子・滋賀県知事（当時）
と一緒に、原発への依存度を少な
くしながら、風力や太陽光発電な
どの導入を進めていく提言を行い
ました。私は全面的に賛同します。

いわゆる「卒原発」の提唱です。
　そして、2030年 度（令和12年
度）には、風力や太陽光など再生
可能エネルギーをもって原発一基
分に相当する101.5万kWという開
発目標に向かって進めています。令
和3年度末現在の目標に対する進
捗状況は、電源が58.4万kW、熱
源が6.9万kW、合計で65.4万kW
（64.4％）で、順調に推移していると
認識しています。しかし、風力発電
の2030年度の開発目標45.8万ｋ
Ｗに対しては、令和3年度末8.2万
ｋＷ（17.9％）の進捗率です。こうし
た状況で、現在、遊佐町沖および
酒田市沖における洋上風力発電
事業の取り組みが進んでいます。
　令和5年４月の県議会議員選挙
において「鳥海山沖洋上風力発電
を考える会」から酒田市・飽海郡
区の立候補者に、公開質問状が
届きました。質問は、遊佐町沖、酒
田市沖の洋上風力発電事業を推
進すべきかなどの４項目で、選択
肢と自由記述欄がありました。そこ
で私は、「卒原発」に賛同し、原発
再稼働に反対する立場を明確にし
たうえで、洋上風力発電事業は推
進すべきとして「私たちは、産業革
命以降の化石燃料による近代化
のなかで、物質的な豊かさを享受
してきたことが原因で、地球環境破

壊が進行していることを、次の時代
を生きる世代へつけを回すことは、
許されないと考えます。（中略）私も
皆様と同じく、日本海に沈む夕日の
美しさをこよなく愛する一人です。
しかし、安全な処理方法もない原
発再稼働を許すこともできません。
地球温暖化を今止めないと次の時
代が立ち行かないとすれば、今を
生きる私たちが『がまん』する必要
があるのではないでしょうか」と書
かせていただきました。
　「鳥海山沖洋上風力発電を考え
る会」の皆様のように、洋上風力
発電事業に意見を持つ県民も多く
いらっしゃると思います。一方で、
県の風力発電に関する経過には、
庄内海浜県立自然公園内で稼働
する風力発電計画において、地
域の理解を得るために、運転開始
が計画より相当遅れてしまった教
訓もあります。様々な意見調整で、
お互いに100％納得できる結果を
導き出すことの難しさはあるもの
の、現段階での最善を導き出すた
めに十分に意見を聴く必要があり
ます。また、目標実現に向けては、
あらゆる協議をスピーディに進める
ことが求められていると思います。
　「ゼロカーボンやまがた2050」実
現に向けた洋上風力発電推進の
意義と、県民の理解を得ながらど

令和5年6月26日（月）／代表質問

「ゼロカーボンやまがた2050」の実現に向けた
洋上風力発電の推進と県民の理解について 石黒覚議員／質問

　令和4年3月に厚生労働省から
地域医療構想の進め方について
の通知がなされ、都道府県におい
て第8次医療計画（2024年度～
2029年度）の策定作業が進めら
れる際に、2022年度および2023
年度において地域医療構想に係
る民間医療機関も含めた各医療
機関の対応方針の策定や検証・

見直しを行うこと。その際、新型コ
ロナウイルス感染症拡大により病
床の機能分化・連携などの重要性
が改めて認識されたことを考慮す
ること。また、2024年度より医師の
時間外労働の上限規制、いわゆ
る医師の働き方改革を遵守するこ
となどが求められています。
　また、総務省は公立病院経営
強化について「持続可能な地域医

療提供体制を確保するための公
立病院経営強化ガイドライン」を示
しました。この件は、令和5年3月
に（公財）全国自治体病院協議会
から公立病院経営強化に関する
説明会の通知があり、医師の働き
方改革や経営強化プランの取り組
み状況について、令和5年6月に
説明会があったようです。
　昨今の医療・介護・福祉を取り
巻く環境は、刻々と変化していま
す。酒田地区医師会でアンケート
調査を実施したところ「2040年頃
には現在の開業医の40％がなくな
るとの予測をせざるを得ない」との
ことです。こうした危機感に、酒田
市は、山形大学や日本海総合病
院などと連携して、先進的な取り
組みも試みられています。高齢化
率が高い中山間地域を中心とし
て、オンライン診療システムや医療
機器を搭載した自動車で出向いて
診療する「医療マース」の実証実
験が行われており、令和6年4月
の本格運用を目指しています。
　医療現場では、「2025年問題」

から、高齢者の数がピークアウト
し、担い手の急減とともに労働力
不足が深刻化する2040年以降の
社会に向け、医師の偏在解消、
医師の働き方改革への対応、医
療機関の再配置などへの関心が
高まっています。例えば日本海総
合病院は、令和4年で旧県立日本
海病院建設時の起債償還がほぼ
終了しており、病院としての機能
強化も含め、庄内地域における新
たな地域医療提供体制の議論も
必要との認識をされています。
　地域医療を取り巻く環境が激し
く変化するなかで、持続可能な地
域医療提供体制を確保するため
の地域医療構想の進捗状況や新
たな構想の検討状況について、健
康福祉部長に伺います。
健康福祉部長／答弁
　平成28年9月に策定した地域
医療構想では、団塊の世代が全
て後期高齢者となる2025年の医
療需要などを見据え、必要となる
医療機能のほか、持続可能な医
療提供体制のあり方を示していま

令和5年6月26日（月）／代表質問

東北公益文科大学の公立化の具体的工程

す。現段階は、策定時と比較して
急性期病床が700床以上減少す
る一方で、高齢化のさらなる進行
により必要性が高まる回復期病床
が同じく700床程度増加するなど、
全体としては、一定の成果があ
がっていると認識しています。
　さらに、令和4年3月に政府より、
改めて民間医療機関を含む全て
の医療機関に対し、令和5年度末
までに病床機能の転換などの対応
方針の策定が求められ、鋭意検討
を進められています。令和5年3月
には、医療法に基づく医療提供体
制の確保に関する基本方針が改
正され、都道府県は毎年度、各医
療機関が策定した対応方針の目
標の達成状況を評価するとともに、
将来の病床の必要数と報告された
病床数との間に著しく差が生じて
いる場合は、その要因を分析し、

結果を公表することになりました。
　こうした検証を踏まえ、非稼働
病棟や稼働率の低い病床のある
医療機関には、対応状況や今後
の方針などについて説明が求めら
れるなど、新たなＰＤＣＡサイクルを
通して地域医療構想を推進する
内容です。県は、これらの点を着
実に実施し、地域の議論も喚起し、
持続可能な医療提供体制の確保
に向けて引き続き取り組みます。
　新たな地域医療構想の検討は、
厚生労働省にて、高齢者人口が
ピークアウトする2040年頃を視野
に、中長期的課題の整理が行わ
れています。都道府県の策定作業
は、2025年度となる見通しです。
県は、現在の地域医療構想の推
進と並行し、政府の動向を注視し
ながら、現状や課題の把握・分析
に努めていきます。

機関である商工会議所・商工会
や、技術支援を行う工業技術セン
ターなどの他の産業支援機関との
連携を強化することで、県内の産
業支援機関が一体となった企業支
援体制へと再構築していきます。
　県は、県内の中小企業・小規
模事業者が確固たる経営基盤を

築き、下請け体質から脱却し、新
たなビジネスに次 と々チャレンジす
ることで、社会変革や困難を乗り
越えていけるよう、支援体制の再
構築を進めながら、あらゆる経営
課題に関係機関が協調して対応
することで、県産業の持続的な発
展につなげたいと考えています。

う取り組んでいくのか、環境エネル
ギー部長に伺います。
環境エネルギー部長／答弁
　近年、集中豪雨などの気象災
害が頻発・激甚化しており、その
一因とされる地球温暖化の対策と
して、カーボンニュートラルを目指
す動きが潮流となっています。政
府は、脱炭素化に向けて再生可
能エネルギーを最大限導入するこ
ととし、エネルギー基本計画などに
おいて、洋上風力を再エネの主力
電源化の切り札と位置付け、その
導入を国策として進めています。
　県は、令和2年8月に「ゼロカー
ボンやまがた2050」を宣言し、令
和3年3月に策定した「後期エネル
ギー政策推進プログラム」におい
て、洋上風力発電事業の展開促
進を盛り込みました。洋上風力発
電は、新たな産業、雇用、観光資
源の創出など、地域活性化の起
爆剤になり得るため、遊佐町沖お
よび酒田市沖への導入に向け、令
和5年度は副知事トップのもと5人
の関係部長が「洋上風力推進監」
の任命を受け、関係部局が一体と

なって取り組みを進めています。
　遊佐町沖は、騒音や景観、漁
業への影響など様々な声に丁寧に
対応しながら、検討を進めました。
令和5年3月に、地元関係者など
による法定協議会にて、持続可能
で魅力あるまちを次の世代に継承
することを目的に、全国でも先駆的
な洋上風力発電事業を通した遊
佐地域の将来像を取りまとめ、促
進区域指定に向けた手続きに入る
ことの合意がなされました。促進区
域指定後、公募により選定される
事業者には、将来像の実現と、地
域の不安の声にもしっかり対応す
るよう求めていきます。また、酒田
市沖は、部会での議論を経て、有
望な区域への選定に向けたプロセ
スに進むことの了解がなされてお
り、引き続き酒田市と連携し、漁業
者や地域の理解促進を図ります。
　今後も、漁業との共存、地域と
の共生を目指した「地域協調型」
の洋上風力発電の導入、ひいて
は、カーボンニュートラルの実現に
向けて、丁寧かつ着実に取り組ん
でいきます。
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浜中地区からの要望された
現場を確認（酒田市）

安田バイパスを実現する会の
要望活動に参加（三川町）

山元地区収穫感謝祭に
出席（酒田市）

手づくりした竹灯籠飾りとおめでたい時に
飾る紅白のなし団子、さりげなくサンタク
ロースもいました。皆様のあたたかさに感謝。

山形県経済社会研究所第50回
総会・研修会に出席（山形市）

国際協力活動から平和の尊さ、子どもた
ちの笑顔が溢れる日常の大切さを、改め
て教えていただきました。

活
動
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①登下校に横断する箇所に安全対策が
必要②酒田市南体育館の雨漏り改修。
県民の安心安全対策は、万全が基本です。

庄内総合支庁において「安田バイパスを
実現する会」の皆様と建設部長へ早期完
成の要望活動に参加しました。

令和4年12月18日（日）

令和4年12月20日（火） 令和4年12月21日（水）

令和4年12月25日（日）

コロナ乗り越え、
県民一丸
未来を拓く


